
地方創生の本格展開に向けて

平成28年11月25日

内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局

内閣府地方創生推進事務局



まち・ひと・しごと創生総合戦略の改訂について



地方創生の現状と展開

①人口減少に歯止めが
かかっていない

②東京一極集中が加速 ③地方経済と大都市経済
で格差が存在

＜H27年＞
・出生率： 1.46
・年間出生数： 約100万人

＜H27年＞
・東京圏への転入超過は約12万
人（４年連続増加）

・地方経済は人手不足が深刻化
・生産性や賃金水準で大きな格差

地方創生をめぐる現状認識

地方創生は、本格的な「事業展開」の段階へ

総合的な施策メニュー整備 具体的な事業の本格的推進 本格的な「事業展開」
・まち・ひと・しごと創生長期ビジョン

・まち・ひと・しごと創生総合戦略

（平成26年12月27日閣議決定）

・まち・ひと・しごと創生基本方針2015
（平成27年6月30日閣議決定）
・まち・ひと・しごと創生総合戦略
（2015改訂版）
（平成27年12月24日閣議決定）

・まち・ひと・しごと創生基本方針2016

（平成28年6月2日閣議決定）

26年度 27年度 2８年度

長期ビジョン
・2060年代に１億人程度を確保
・2050年代に実質GDP成長率
1.5～２％程度維持

総合戦略
・2015年から５ヵ年の戦略
・４つの基本目標設定と政策
パッケージの策定

①「稼ぐ力」を引き出す
・生産性の高い、活力に溢れた
地域経済の構築

②「地域の総合力」を引き出す
・頑張る地域へのｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ改革

③「民の知見」を引き出す
・民間の創意工夫の最大活用

①各分野の政策の推進
・ローカル・アベノミクスの実現
・地方への新しい人の流れ
・地域の実情に応じた働き方改革
・まちづくり・地域連携・集落圏
維持

②地域特性に応じた戦略の推進
③多様な地方支援
・情報・人材・財政面から支援
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Ⅰ.人口減少問題の克服
◎2060年に１億人程度
の人口を維持

◆人口減少の歯止め

・国民の希望が実現した
場合の出生率
（国民希望出生率）＝1.8

◆「東京一極集中」の
是正

Ⅱ.成長力の確保

◎2050年代に実質GDP
成長率1.5〜２%程度維
持
（人口安定化、生産性向
上が実現した場合）

中長期展望
（2060年を視野） 「しごと」と「ひと」の好循環作り

基本目標（成果指標、2020年）

①生産性の高い活力に溢れた地域経済実現に向けた総合的取組
・地域の技の国際化（ローカルイノベーション）、地域の魅力のブランド化
（ローカルブランディング）、地域のしごとの高度化（ローカルサービスの生
産性向上）
・地域企業の経営体制の改善・人材確保等、地域全体のマネジメント向上、
ICT等の利活用による地域の活性化、地域の総力を挙げた地域経済好循
環拡大に向けた取組、総合的な支援体制の改善

②観光業を強化する地域における連携体制の構築
・日本版DMOを核とする観光地域・ブランドづくりの推進、多様な地域の
資源を活用したコンテンツづくり、観光消費拡大等のための受入環境整備

③農林水産業の成長産業化

・需要フロンティアの拡大・バリューチェーンの構築、農業生産現場の強化
等、林業の成長産業化、漁業の持続的発展

④地方への人材還流、地方での人材育成、雇用対策
・若者人材等の還流及び育成・定着支援、「プロフェッショナル人材戦略拠
点」の整備等、人材還流政策間の連携強化、新規就農・就業者支援、若
者・高齢者・障害者が活躍できる社会の実現

①政府関係機関の地方移転
②企業の地方拠点強化、企業等における地方採用・就労の拡大
③地方移住の推進

・地方移住希望者への支援体制、地方居住の本格推進
・「生涯活躍のまち（日本版CCRC）」構想の推進
・「地域おこし協力隊」の拡充

④地方大学等の活性化
・地の拠点としての地方大学強化プラン、地元学生定着促進プラン、地域
人材育成プラン

主な施策

①少子化対策における「地域アプローチ」の推進
②若い世代の経済的安定

・若者・非正規雇用対策の推進、「少子化社会対策大綱」と連携した結婚・
妊娠・出産・子育ての各段階に対応した総合的な少子化対策の推進

③出産・子育て支援
・妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援、子ども子育て支援の更なる充実

④地域の実情に即した「働き方改革」の推進（仕事と生活の調和
（ワーク・ライフ・バランス）の実現等）

・WLB推進、長時間労働の見直し、時間や場所にとらわれない働き方の普
及・促進、地域における女性の活躍推進、地域の実情に即した「働き方改
革」の実現

①まちづくり・地域連携
・まちづくりにおける地域連携の推進、都市のコンパクト化と周辺等の交通
ネットワーク形成に当たっての政策間連携の推進、ひとの流れと活気を生
み出す地域空間の形成、まちづくりにおける官民連携の推進、人口減少を
踏まえた既存ストックのマネジメント強化

②「小さな拠点」の形成（集落生活圏の維持）
③東京圏をはじめとした大都市圏の医療・介護問題・少子化問題
への対応

・東京圏をはじめとした大都市圏の医療・介護・少子化問題への対応、
大都市近郊の公的賃貸住宅団地の再生・福祉拠点化

④住民が地域防災の担い手となる環境の確保
⑤ふるさとづくりの推進

○「小さな拠点」の形成
・住民の活動組織（地域運営組織）形成
数3,000団体 ：1,680団体（2015年度）

○「連携中枢都市圏」の形成
・連携中枢都市圏の形成数 30圏域

：17圏域（2016年10月）

○既存ストックのマネジメント強化
・中古・リフォーム市場規模20兆円

：11兆円（2013年）

① 地方にしごとをつくり、安心して働けるようにする
◆若者雇用創出数（地方）

2020年までの５年間で30万人 現状：5.9万人

◆若い世代の正規雇用労働者等の割合
2020年までに全ての世代と同水準

15～34歳の割合：92.7%（2014年）
全ての世代の割合：93.7%（2014年）

◆女性の就業率 2020年までに77%
：70.8％（2014年）

長期ビジョン

② 地方への新しいひとの流れをつくる
◆地方・東京圏の転出入均衡(2020年)
・地方→東京圏転入 ６万人減
・東京圏→地方転出 ４万人増

現状：年間12万人の転入超過（2015年）

まち・ひと・しごと創生総合戦略（2015 改訂版）（～2019年度）

③ 若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる
◆安心して結婚・妊娠・出産・子育てできる社会を達成し
ていると考える人の割合40%以上 ：19.4%（2013年度）

◆第１子出産前後の女性継続就業率55%：38%（2010年）
◆結婚希望実績指標 80% ：68%（2010年）

◆夫婦子ども数予定（2.12）実績指標95%
：93%（2010年）

○農林水産業の成長産業化
・６次産業化市場10兆円 ：5.1兆円（2014年度）
・農林水産物等輸出額 １兆円：7,451億円(2015
年)

○観光業を強化する地域における連携体制の
構築
・訪日外国人旅行消費額４兆円 ：3.5 兆円(2015年)

○地域の中核企業、中核企業候補支援
・1,000社支援：平成27年度の施策を踏まえ検証

・雇用数８万人創出 ：0.1万人（2014年度）

○地方移住の推進
・年間移住あっせん件数 11,000件

：7,600件（2015年度）

○企業の地方拠点機能強化
・拠点強化件数7,500件増加 ：1,403件※

・雇用者数４万人増加 ：11,560人※

○地方大学活性化
・自道府県大学進学者割合平均36%

：33.0%（2015年度速報値）

○若い世代の経済的安定
・若者の就業率を79%に向上 ：76.1%（2015年）

○妊娠・出産・子育ての切れ目ない支援
・支援ニーズ高い妊産婦への支援実施100%

○働き方改革とワーク・ライフ・バランス実現
・男性の育児休業取得率13%  ：2.65%(2015年）

主要施策とKPI

まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」と「総合戦略（2015 改訂版）」の全体像

好循環を支える、まちの活性化

※地域再生計画（H28.9）に記載された目標値

④ 時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るととも④ 時代に合った地域をつくり、安心な暮らしを守るととも
に、地域と地域を連携する

◆立地適正化計画を作成する市町村数 150市町村
◆立地適正化計画に位置付けられた誘導施設について、市町村全域に存する当

該施設数に対して、都市機能誘導区域内に立地する当該施設数の占める割合が

増加している市町村数 100市町村
◆市町村の全人口に対して、居住誘導区域内に居住している人口の占める割合が

増加している市町村数 100市町村
◆公共交通の利便性の高いエリアに居住している人口割合

（三大都市圏） 90.8% ：90.5%（2014年度）
（地方中枢都市圏） 81.7%                   ：78.7%（2014年度）
（地方都市圏） 41.6%                   ：38.6%（2014年度）
◆地域公共交通網形成計画の策定総数 100件

：60件（2015年11月末時点）

ローカルアベノミクスの推進

※平成26年12月27日閣議決定 平成27年12月24日改訂
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＜平均所得の向上を通じた地方創生＞

○ 地方創生は、本格的な「事業展開」の段階

○ 地方創生の実現のために、地方の平均所得を向上させる取組や遊休資産の活用等、
施策の一層の推進を行う必要

＜ローカル・アベノミクスの一層の推進＞

○ 地域におけるしごと創出

○ 地域における資産の活用（空き店舗等）

○ 地域の実相を把握する取組（地域経済分析システムの活用等）

○ 地域に対する政策連携の強化（国家戦略特区、規制改革等）

＜地域特性に応じた政策メニューの充実・強化＞

○ 東京一極集中の是正（生涯活躍のまち、地方創生インターンシップ等）

○ 持続的な住民サービスの確保（小さな拠点形成、地域包括ケアシステムの推進等）

＜働き方改革を含めたライフスタイルの見つめ直し＞

○ 地域生活の魅力の分析・発信

○ 郷土の誇り・愛着の醸成

総合戦略改訂にあたっての重点的な検討事項
平成28年11月１日第10回まち・ひと・しごと創生会議
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平成29年度概算要求及び税制改正要望について



平成29年度予算概算要求（地方創生関連）

※括弧内はH28当初予算

１．地方創生推進交付金の確保 1,170.0億円 （1,000.0億円）

２．地方創生を加速化するためのモデル事業等 14.1億円 新 規

・地方創生フラッグシップモデル創出事業 10.9億円 新 規

・生涯活躍のまち構想の推進 2.1億円 新 規

・小さな拠点・地域運営組織の形成拡大支援事業 0.5億円 新 規

・日本版ＤＭＯ形成の推進に関する調査 0.5億円 新 規

３．地方創生に取り組む地方への人材・情報面での支援 13.9億円 （3.9億円）

・地方創生リーダーの人材確保・普及事業 4.6億円 新 規

・地方創生インターンシップ事業 3.4億円 新 規

・地域再生支援利子補給金 2.9億円 （2.8億円）

・地域経済分析システム（RESAS）による地方版総合戦略支援 1.5億円 （1.1億円）

・地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）普及広報事業 0.8億円 新 規

・次世代まちづくりツール構築事業 0.7億円 新 規

４．地方創生に係る検証・調査事業等 7.8億円 （0.9億円）

・地方創生推進交付金効果検証分析事業 6.4億円 新 規

・環境未来都市の推進 0.8億円 （0.7億円）

・地方創生推進のための調査 0.4億円 （0.1億円）

・中心市街地活性化の推進 0.1億円 （0.1億円）

平 成 2 8 年 8 月
まち・ひと・しごと創生本部事務局
地 方 創 生 推 進 事 務 局
地 方 創 生 推 進 室

〔総額：1,205.7億円（1004.8億円）〕
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5

地方における企業拠点の強化を促進する税制措置の拡充[拡充]
・東京一極集中の是正を図るため、地方拠点強化税制において、①オフィス減税について、
平成29年度に引き下げられる税額控除率を現行水準まで引き上げ、②雇用促進税制につ
いて、質の高い雇用・ＵＩＪターンの促進・地域の雇用増に着目した優遇措置を拡充す
るとともに、③支援対象外地域の見直しを引き続き検討する。

新たな都市農業振興制度の構築に伴う税制上の所要の措置[新設]
・地方創生の観点から都市農業の重要性を鑑み、都市農業が安定的かつ確実に継続される
よう、都市農業振興基本法に基づく都市農業振興基本計画を踏まえ、必要な税制上の措
置を講ずる。

都市再生安全確保計画に記載された備蓄倉庫に係る課税の特例措置[延長]
＜国土交通省、内閣府（防災担当）と共同要望＞

・大規模な地震が発生した場合における都市再生緊急整備地域内の滞在者等の安全の確保
を図るため、都市再生安全確保計画に記載された備蓄倉庫に係る課税標準の特例措置を
２年間延長する。

平成29年度税制改正要望（地方創生関連）

平 成 2 8 年 １ １ 月
地 方 創 生 推 進 事 務 局


